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研究成果の概要（和文）：

本プロジェクトは、アジア主義者らのネットワークに支えられたアジア各地の民族運動が激
化する中で、イギリス帝国をはじめとした帝ｌＩＸＩ秩序が変更を余儀なくされていった１９３０年代
において、Ⅱ本がどのようにその状況を認識し、対応していったのかを明らかにしたものであ

る。具体的な成果は２０１２年２月に『帝国日本の拡張と崩壊一一「人東亜共栄圏」への歴史的
展開』（法政大学１１１版局）として上梓したが、１９３０年代のアジア民族運動の勃興を利用する目
的で打ち出された「大東FIIi共栄圏」構想が、’二|水の建前を逆用した政治主体らの抵抗を受けて
崩壊していった過程を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：
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外関係史、国際関係史においては、その受容
は途上であった。

1．研究開始当初の背景

２０００年代以降、「帝国研究」が進められ、
それまでの学問分野の枠組みを超えた研究

が進められてきたが、いわば「強者の研究」
に陥りやすいという点が批判されてきた。
申請者の専|Ⅱ)分野に関わる1930-40年代の

lIfl際関係を概観した場合、イギリス帝国史研
究の進歴は著しいものがあったが、１１本の対

２．研究の目的

イギリス帝国史研究の成果を踏まえ、口本

外務省の一次史料を分析する中で、申請者は、
1930年代の帝国間秩序は、植民地宗主国が
必典としていた、植民地支配のための情報や
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技術のみならず、帝LIi1の作り上げたネットワ
ークを逆)Ｉ化、｜反械民地」技術を伝播しよ

うとした「帝国の敵」をも育成していったの

ではなかったのか、という仮説を抱いた。
１９３０年代までに、帝国本国は互いの植民

地技術を流通させ、留学システム、海底遡線
敷設によるコミュニケーションシステム、定
期連絡船等による旅客運搬システムなど、帝
国間を結びつける様々なネットワークを構

築させていった。申請者は、そのようなネッ
トワークを「利用」し、様々な制約を受けな
がらも、複数の帝国一植民地間を自在に動き
回り、独、の反帝国技術を伝播しあっていっ

た「被植民者」たる「アジア主義者」らに焦
点を当てていくことで、従来にない「弱者の
立場からの帝国史研究」が可能なのではない
かと考えて研究を開始した。

現代通史』第６巻、岩波書店、２０１１年１月）
として活字化できたが、２０１１年３）1の東日本
大震災のために海外史料調査の中止を余・儀
なくされ、イ111台市内にある研究室も被災し、

周辺の大学。公文書館・図書館の史料も７月
頃まで使用できなかった。

以上のような制約は大きかったものの、研

究の総括となる２０１１年度には、平成２３年度
科学研究費助成事業（科学研究費補助金（研
究成果公開促進費)）をえて、研究成果を『帝

国日本の拡張と崩壊一一「大東亜共栄圏」へ
の雌史的展開』（法政大学'１１版局、２０１２年）
として刊行することができた。

同書の中でも第４章においては､直接｢1930

年代における帝国秩序とアジア主義者ネッ
トワークの研究」に関連する内容を組み込ん

だ。具体的には、１１本外務省に残されていた

外交文il；の分析から、１１本側が１９２０年代か
ら３０年･代にかけて、ＩＩＬ界帝国秩序の変容と
いう事実をどの程度掴んでいたのか、そして

その変容をもたらした亜細亜主義者ネット
ワークに対して、どのように「評Iilli」を変え
ていったのかを論じた。

またこの点を踏まえ、第７章においては、

「大東11共栄圏」において、日本がアジア民
族主義者らを利川しながら、「独立」を許与

していく過租を考察した。そこでも本研究課
題で得られた知見として、「大東illi共栄圏」
が、脱植民地化を図るアジア民族主義者らと

いう他者を継承せざるをえなかったことを

重視した分析を行うことができた。

以上のように、平成２１年度から２３年度に
わたって継続してきた課題研究「1930年代に
おける帝国秩序とアジア主義者ネットワー
クの研究」の成果は、最終年度に形にできた
と考えている。

３．研究の方法

(1)初年度である２００９年度においてはj|]請
者は１９２０年代におけるアジア主義者ネット

ワークに関する研究を行った。具･体的には、
日本の外務省外交資料館に残されていた一

次史料の分析を行なった。その成果は２０１０
年３月に活字化した「『'1K細亜民族運動J1と
外務省一一その認識と対応」にまとめた。

(2)上記の「『亜細亜民族運動』と外務省一
一その認識と対応」において注Ｆ１したことと

は、なぜ外務省・内務省は、１９２０年代に日
本を結節点として鵬開されようとしていた

亜細亜民族運動に対して警戒感を抱き続け

ていたのか、という点であった。２０１０年度
はその成果を踏まえて、１９３０年代初頭およ
び中葉における、日本政府の対アジア主瀧者
ネットワーク認識と、それへの具体的な対応

を分析するために、日本史以外に視野を拡げ
て、インドネシア、フィリピン、英領マレー

に関わる地域史の研究成果の収集と知識の
蓄積に努めた。

５．主な発表論文等

（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線）

〔雑誌論文〕（計２件）

I）河西晃祐「『独立』凶という『極桔』」（『岩
波講座束アジア近現代通史』第６巻、岩波
書店、２０１１ｲ|旨１月、347～367頁／計２１頁）
2）河西晃祐「『NIi細亜民族運動』と外務省一

一その認識と対応」（『歴史評論』７１９号、２０１０
ｲＦ３月、６２～７７頁／計１６頁）

４．研究成果

(1)２００９年度には、1920-30年代の帝国秩序

形成過程について研究を進め、その成果を

「『'１１１細亜民族運動』と外務省――その認識
と対応」（『歴史評論』７１９号、２０１０年３Ⅱ）
にまとめた。東南アジア各地で亜細亜民族運

動が活性化した１９２０年代において、外務省
はその隆盛をどのように認識し、１９２６年に
実際に１１本で開催された「全亜細亜民族会

議」に対して、どのような対応をとったのか
についてを明らかにできた。

(2)２０１０年度は、前年に引き続き史料収集と
分析を進め、その成果の一部は「|｢独立』国
という、捷桔』」（『岩波講座東アジア近

〔学会発表〕（計２件）

Ｄ「"他者鋼との遭遇一一『大東亜共栄圏』

における異文化問題の相克｣2011年７，３日
|｣本植民地研究会全国研究大会報告、立教大

学

2）「『'1回細Illi民族運動』と外務省――その認
識と対応」２００９年１１１１１４１１，｛111台近現代史
研究会、東北学院大学



〔図書〕（計１件）

l）河両晃祐『帝国F|本の拡張と崩壊一一「大
東亜共栄圏」への歴史的展開」（法政大学出

版局、２０１２年）
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